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A. 研究目的 

2012 年 6月に閣議決定された第 2 期

がん対策推進基本計画において，小児

がんが新たな重点項目となり，取り組

むべき課題として小児がん治療施設の

集約化と小児がん患者に対する切れ目

のないフォローアップ体制の確立，患

者家族支援が挙げられた。その中で治

療中から一貫した疼痛管理，終末期ケ

アを含めた緩和ケアの充実が明記され

ている。 

2016 年の人口動態統計の結果から、

我が国のがん患者の死亡場所について

成人は病院が 74％、自宅が 10％、緩和

ケア病棟が 12％とされているが、小児

は病院で亡くなる割合が 83％、自宅が

17％となっている。小児がん患者は、緩

和ケア病棟の利用が少ないため、病院

か自宅かの選択になっている現状があ

る。 

一方で小児がん診療においては成人

と比較し最期まで積極的治療が行われ

やすいとの報告 1) がある。子どもと家

族が望んだ場所で最期の時間を過ごす

ためには、丁寧に本人、家族の意向を聞

いていくことが大切であるが、その前

に医師の方針や地域資源の状況など

様々な要因が関連する。 

研究要旨 

治癒が難しい小児がん患者の在宅移行について、看取り経験が実践に影響す

るかについて検討を行った。その結果、家族との話し合いの実践においては

看取り経験が豊富な医師の方が、ACP を実践していることが明らかになっ

た。また本人との話し合いにおいては、治療やケアの目標や希望、療養の場

所についての話し合いの実践については看取り経験が豊富な医師の方が行っ

ているものの、本人の病状理解を確認する、これから起こることを伝え今後

の医療・ケアの方針について話し合うことについては経験にかかわらず実践

されている頻度は低い結果であった。 
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本研究の目的は，治癒が難しい小児

がん患者の在宅移行の現状と障壁につ

いて明らかにすることである。本調査

結果が、治癒が難しい小児がん患者と

家族が望んだ場所で過ごせるようにす

るための基礎資料となると考えられる。 

 

B. 研究方法 

本研究のデザインは，診療する医師

に対する質問紙調査による横断研究で

ある。 

2020年 9月 8日時点で日本小児血液・

がん学会ホームページに登録されてい

る日本小児血液・がん学会小児血液・が

ん専門医 268 人および同数の小児がん

診療医（非専門医）の合計 536 人を調

査票配布の対象とした。  

令和 3年度 

令和２年度に実施した質問紙調査結

果をさらに詳細に解析を行い、看取り

の経験が、治癒が難しい小児がん患者

を診察する際の実践に影響するのかに

ついて検討を行った。 

統計解析には JMP10.0.2 を用いた。

これまでに主治医として看取った患者

の数が 30人以上の意思を看取り経験が

多い、30 人未満を看取り経験が少ない

の 2 群に分け群間差についてはχ二乗

検定を用いて解析した。 

本研究は国立成育医長研究センター

倫理員会の承認を受けて実施した

（2020-227）。本研究に関係するすべて

の研究者は「ヘルシンキ宣言」ならびに

「人を対象とする医学系研究に関する

倫理指針」に則り研究を実施した。また、

氏名、住所等の個人の特定が可能なデ

ータは取得しない匿名の質問紙調査と

し、研究対象者にアンケート送付時に研

究に関する説明文書を同封し、オプトア

ウトできるように対応した。 

 

C. 研究結果 

536人中 291人から質問紙を回収で

き回収率は 54％であった。 

 

① 対象者の属性（表 1） 

回答者の年齢平均は看取り経

験が多い群で 52.0±7.2(SD)歳

で看取り経験が少ない群と比較

し有意に年齢が高かった、勤務

先は２群間で差はなかった。 

② 治癒が難しい小児がん患者を診

察する際の実践（表 2、表 3） 

治癒が難しい状況下で、意思

決定能力のある小児がん患者本

人とのアドバンス・ケア・プラ

ンニングの実践については、看

取り経験が多い医師の群の方が

家族と ACPを実践している割合

が有意に高い結果であったが、

本人との実践については、経験

の有無でそれほど差がない結果

であった。 

情報共有の観点からは、看取

り経験が多い医師の群の方が多

職種参加のカンファレンスの実

施の頻度が有意に高い結果であ

ったが、地域とのカンファレン

スの実態は経験による差はなか

った。 
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D. 考察 

今回は治癒が難しい小児がん患者の

在宅移行について、看取り経験が実践

に影響するかについて検討を行った。

その結果、家族との話し合いの実践に

おいては看取り経験が豊富な医師の方

が、ACPを実践していることが明らか

になった。また本人との話し合いにお

いては、治療やケアの目標や希望、療

養の場所についての話し合いの実践に

ついては看取り経験が豊富な医師の方

が行っているものの、本人の病状理解

を確認する、これから起こることを伝

え今後の医療・ケアの方針について話

し合うことについては経験にかかわら

ず実践されている頻度は低い結果であ

った。本人とこれからについて話し合

うことは障壁が高いと報告 3）されてお

り、経験だけでなく研修会など学びの

機会を作ることも検討が必要であると

考えられた。 

また情報共有においては、経験が豊

富な医師ほど多職種カンファレンスの

頻度が高いことが明らかになった。意

思決定支援においては多職種で協働す

ることが重要になる。今後多職種対象

の調査を行い、障壁を明らかにしより

良い連携ができる方策について検討す

る必要がある。 

 

 

E. 結論と展望 

治癒が難しい小児がん患者の在宅移

行の実践において、看取りの経験がど

のように影響するのかについて検討を

行った。 

今後は、小児がん診療医より在宅移

行の提案がなされた場合に，実際に在

宅移行の調整に関わる職種（地域連携

部門担当者）の障壁を明らかにするた

めにインタビュー及び質問紙調査を実

践するための計画を立て進めている。

医療者，および在宅医療を実践する施

設外医療者における障壁を明らかにす

るまた本人を中心とする意思決定支援

のために多職種で支援できる意思決定

支援体制の整備が必要であると考えら

れた。 

 

F. 健康危険情報 

該当なし。 

 

G. 研究発表 

１． 論文発表 

2022 年度に日本小児科学会雑誌へ投稿

予定。 

 

２． 学会発表 

2022年小児科学会で発表 

 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む） 

1. 特許取得 

該当なし。 

2. 実用新案登録 

該当なし。 

3. その他 

該当なし。 
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表１ 対象者の属性 

 

  

年齢 （平均±SD） 41.8 ±7.7 52 ±7.2

男性 （n, %） 152 72% 53 71%

勤務先

大学病院 132 63% 44 58%

小児病院 28 13% 12 16%

がん専門病院 5 2% 2 3%

それ以外の病院 39 19% 15 20%

診療所 3 1% 1 1%

その他 1 1% 2 3%

経験少ない 経験多い

N=75 N=210



 

- 17 - 

 

表２ 治癒が難しい小児がん患者を診察する際の実践 アドバンス・ケア・プランニング 

 

   

P値

家族に対して

１.病状についての理解を確認する 172 82% 70 92% 0.03

２.治癒が望めない病状について伝える 161 77% 68 89% 0.01

３.残された時間について伝える 128 61% 59 78% <0.01

４.治療・ケアの目標や希望について話し合う 153 73% 64 84% 0.04

５.希望する療養の場所について話し合う 123 60% 59 78% <0.01

６.患者−家族間で治療・ケアの目標や希望について共有するよう促す 110 53% 53 70% <0.01

７.家族間（きょうだい含む）で治療・ケアの目標や希望について共有するよう促す 91 44% 49 64% <0.01

８.心肺停止時の心肺蘇生を実施するか否か（DNAR）について話し合う 158 76% 64 84% 0.11

９.状態悪化時における人工呼吸器使用についての意向を尋ねる 152 73% 62 82% 0.12

本人に対して

１.病状についての理解を確認する 86 41% 34 45% 0.55

２.治癒が望めない病状について伝える 33 16% 19 25% 0.07

３.残された時間について伝える 19 9% 8 11% 0.69

４.治療・ケアの目標や希望について話し合う 80 38% 45 60% <0.01

５.希望する治療・療養の場所について話し合う 81 39% 43 57% <0.01

６.患者−家族間で治療・ケアの目標や希望について共有するよう促す 51 24% 36 48% <0.01

７.心肺停止時の心肺蘇生を実施するか否か（DNAR）について話し合う 12 6% 4 5% 0.89

８.状態悪化時における人工呼吸器使用についての意向を尋ねる 14 7% 4 5% 0.67

経験少ない 経験多い
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表 3 治癒が難しい小児がん患者を診察する際の実践 情報共有など 

    

P値

１. 治癒が難しい患者の病状や治療方針について情報共有のカンファレンスを行っている 166 80% 66 88% 0.1

２. 治癒が難しい患者本人・家族の希望について情報共有のカンファレンスを行っている 152 73% 61 81% 0.15

３. 多職種参加の情報共有のカンファレンスを行っている 151 73% 64 85% 0.03

４. デスカンファレンス（患者の死後の振り返り）を行っている 105 50% 41 46% 0.4

５. 在宅ケア移行前の訪問診療・訪問看護とのカンファレンスを行っている 105 51% 37 49% 0.81

６. 在宅ケア移行後も訪問診療・訪問看護と連絡をとっている 93 45% 38 52% 0.31

７. 普段から訪問診療や訪問看護と交流する機会をもっている 28 14% 15 21% 0.15

８. 在宅ケアに関する情報を何かの形（パンフレットなど）で患者に提供している 18 9% 8 11% 0.6

経験少ない 経験多い
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